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参考資料２ 

 
 

「太陽電池廃棄物の再資源化等の推進に関する法律」の下位法令の策定等 
に係る検討について 

 
令和８年１０月 

環境省環境再生･資源循環局 
経済産業省資源エネルギー庁省エネルギー･新エネルギー部 

 
１ 趣旨・目的 
 令和８年５月に「太陽電池廃棄物の再資源化等の推進に関する法律」が成立し、同年６
月に公布した。同法においては、「公布の日から起算して一年六月を超えない範囲内におい
て政令で定める日から施行する」としており、今後、下位法令の策定に向け、専門的な検討
が必要である。 
そのため、同法の下位法令の策定に向けた具体的な審議を目的として、「「太陽電池廃棄

物の再資源化等の推進に関する法律」の下位法令の策定等に係る検討会」（以下、「検討会」
という。）を開催する。 
 
２ 検討事項 
 検討会の検討事項は次のとおりとする。 
（１）政令：対象となる太陽電池の種類、多量事業用太陽電池廃棄者の要件、認定事業者

の太陽電池廃棄物の処理基準 
（２）省令：事業用太陽電池廃棄者の判断の基準となるべき事項、多量事業用太陽電池廃

棄実施計画の申請手続、太陽電池廃棄物再資源化等事業計画の認定に係る基準及び
申請手続、 

（３）その他必要と認める事項 
 
３ 検討会の構成 
（１）検討会は、上記２の検討事項に関する学識経験者等から構成する。 
（２）検討会には、委員長を置き、検討会の議事運営に当たる。 
 
４ 事務 
 検討会の事務は、経済産業省資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部新エネル
ギー課及び環境省環境再生・資源循環局資源循環課が共同で行う。 

 
５ その他 
 検討会は、原則として公開とする。また、議事録、議事要旨及び検討会に係る資料（以下
「資料等」という）は原則として環境省及び経済産業省のホームページ上で公表する。た
だし、個別の事情に応じて、検討会又は資料等を非公開にするかどうかについての判断は
委員長に一任するものとする。 
 

 

 


